
 

様式C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

 

平成 21年 5月 31日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要：200字 
障害児と親を支援するネットワークという観点から、保育施設での巡回相談、並行通園、そ

の他、連携機関について地域比較すると、甲信越のＮ県の連携が密なこと、巡回相談の頻度の

高さや満足度の高さなどが確認された。親の会が行政等と連携し、「後輩」保護者の支援の一翼

を担うなど、当事者家族の主体的な動きが新たなネットとなっている地域もあった。地域モデ

ルの類型化、実践への応用方法の確立は、今後の研究課題となる。 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００７年度 1,100,000 330,000 1,430,000 

２００８年度 1,200,000 360,000 1,560,000 

年度    

年度    

  年度    

総 計 2,300,000 690,000 2,990,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：社会学・社会福祉学 
キーワード：子育ち・子育て支援  障害乳幼児 ネットワーク 包括的支援 
 
１．研究開始当初の背景 
この研究では、障害者のライフステージの

中で、乳幼児期に焦点をあてた。というのも、
近年、障害者福祉では、障害者自立支援法が
制定されたように、成人期の自立支援への比
重が大きい。他方、現行の子育て支援策は障
害児への視点は弱い。しかしながら、あまり
重点がおかれているとは言い難い、障害を持
つ子どもの乳幼児期は、障害者の自立の基盤
として極めて重要な時期であり、かつ健常児
とその親よりも子育ち・子育て支援を多く必
要とするグループのひとつである。そのグル
ープの親子を包括的に支援するネットワー
クを対象とした研究が少ないことが、この研

究をスタートさせた背景にある。 
 
２．研究の目的 
本研究では、障害をもつ乳幼児の、子ども
と親に向けての、保健、医療、福祉、療育、
保育等の、より有効な支援ネットワークの構
成要件を解明すること、地域特性にあったモ
デルとは何か、ということを明らかにするこ
とを研究目的とした。 
 
３．研究の方法 
(1)障害児と親の支援のネットワーカー調査 
①関東甲信越Ｙ県 障害児通園施設３か
所 平成19年10月実施 
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②Ｓ県の発達障害児支援のＮＰＯ法人 
への訪問調査 平成20年3月実施 

(2)保育所等保育施設における障害乳幼児
の支援と他機関との連携についてのアンケ
ート調査 
 ①調査概要 
この調査は平成 19年度～20年度にわたっ

て、７つの県・市・区などの保育施設（保育
所、幼稚園、そのほか関連の保育施設）に行
ったものである。調査目的は、地域における
障害乳幼児と親への包括的支援ネットワー
クの充実を、地域の保育施設における障害児
保育の充実・他機関との連携の中に見ようと
いう意図があった。換言すれば、支援のネッ
トワークがはりめぐらされることによって、
障害児は、障害児施設ではなく、地域の保育
所・幼稚園等に障害児で適切に保育を受ける
ことができるのではないか、と考えたからで
ある。当初企画した、それらのネットワーカ
ーの所在を判明する作業が困難だったため、
この形でのアプローチとなった。 
このアンケートの調査項目は、在園する障

害をもつ子どもの人数・障害名、発達の気に
なる子どもの人数とその特徴、保育者の加配、
障害をもつ子どもへの保育における配慮（施
設改造、個別の保育計画、ケース検討会など）、
研修への参加、巡回相談、巡回相談の担当者
の専門職、並行通園の子どもの有無、並行通
園先、並行通園先との情報交換、地域の障害
児福祉関係期間との連携について、就学に関
する関係機関との連携について等である。 
調査を行った地域については、調査方法の

ところに記したが、行政担当者からの集計結
果のみを得た東京都Ｍ市は、研究の参考にと
どめ、それ以外の地域から回収した932通を
集計分析した。尚、Ｙ県調査、東京都Ｋ区調
査には、19年度に在園していない場合、ごく
わずかではあるが、16年～18年の状況につ
いての回答を得たものもある。 
総計 932通 を集計分析した。 
 
②調査地域、調査票配布数、回収数、 
回収率 

 ○関東甲信越Ｙ県 保育所・幼稚園等郵
送調査 平成 19年 12月実施・・配布数
369通（保育所237＋幼稚園67＋そのほか
の乳幼児施設 65）回収数 211（回収率 
57,2％） 
○東京Ｋ区 保育所・幼稚園等郵送調査 
平成20年5月実施・・配布数116通（保
育所50＋幼稚園30＋そのほかの乳幼児施
設36）回収数71（回収率 61,2％） 
○関東甲信越Ｎ県 保育所・幼稚園郵送
調査 平成21年12月実施・・配布数714
（保育所 611通＋幼稚園 103通）回収数
315（回収率 44，1％） 
○九州 政令指定都市Ｆ市 保育所・幼

稚園郵送調査 平成 21年 11月実施・・   
配布数317通（保育所178通＋幼稚園139
通）回収数152通（回収率 47，9％） 
○九州 Ｓ県 保育所・幼稚園郵送調査 
平成21年11月実施・・配布数303通（保
育所213＋幼稚園90通）回収数 128（回
収率 42，2％） 
○神奈川県ＳＧ市 平成21年3月実施・・     
配布数111通（保育所59＋幼稚園52）回
収数55（回収率 49，5％） 
総計 932通 を集計分析した。 

＊東京都Ｍ市 保育所調査 平成 20年 5月
実施・・ 園長会で市の担当者が配布・回
収、19通分あったが、集計ずみの結果のみ
受け取っただけだったので、参考資料とし、
今回の報告には記していない。 

(3)市町村の障害児（幼児を中心にした）福
祉施策と連携に関する調査 

 ①調査概要 
このアンケートでは、自治体における障害
乳幼児の保健・医療・保育・教育における
連携、ネットワーク状況を明らかにするた
めに、当該自治体の乳幼児健診で発達が気
がかりな子どもへの対応、検診の状況、障
害児保育制度の有無、対象児、巡回相談、
保育と保健師との連携、障害児福祉担当と
医療との連携、障害児福祉担当と教育との
連携、障害児福祉担当と親の会との連携、
乳幼児期の障害児の支援の課題等の設問
を設けた。 

 ②調査方法・対象・配布数・回収数等 
郵送調査 （一部直接配布）平成 21年 2
月実施 
Ｙ県 28市町村 Ｎ県 81市町村 Ｓ県 
20市町村 東京Ｋ区、Ｍ市、Ｆ市、神奈川
ＳＧ市  計133配布 回収数93（回収率
69，9%） 

 ＊尚この報告書にはその一部を掲載する。 

 
４．研究成果 
(1) 障害児と親の支援のネットワーカー調 
  査 
①Ｙ県の３つの通園施設調査  
Ｙ県の３つの障害児通園施設の施設長へ

の訪問調査では、親子の包括的支援の実態や、
並行通園などを通じて、障害乳幼児と親を、
地域の保育所・幼稚園との連携の中で支援し
ている実態があるかを中心にインタビュー
を行った。就学に際しては、支援学校や支援
学級の教員の訪問による連携を行っている
施設、教育委員会、保護者、施設の職員の３
者が共に協議する機会を設けている施設、並
行通園において保育所と共通のノートで情
報交換を行っている施設があったが、総じて、
障害者自立支援法の導入によって、経営の問
題もあり、地域の保育所・幼稚園等との連携
を主体的に行える状況にはなかった。 



 

 

②Ｓ県の発達障害児支援のＮＰＯ法人へ
の訪問調査 
保育所・幼稚園調査の協力を得た九州Ｓ県

にある発達障害児支援のＮＰＯ法人は、もと
もと、県の自閉症児の親の会によって創設さ
れ、発達障害児のプリスクール、フリースク
ールももち、地域の発達障害児の相談を受け
ているが、県の障害者福祉行政と連携し、健
診で「発達の気になる子ども」がいると思わ
れた親のカウンセリングに参画して、専門機
関への相談へつなげていた。親の会メンバー
が地域の障害乳幼児の連携のネットワーカ
ーという実践例を把握することができた。 
 
(2)保育所等保育施設における障害乳幼児の
支援と他機関との連携についてのアンケー
ト調査 
①集計分析票の基本状況 
○地域別の調査票回収状況 
932票の地域     

別うちわけは、Y
県、211（22,7%）、
N県315（33,8%）、
S県128（13,7%）、
政令指定都市 F
市、152（16,3%）、
SH市55（5,9%）、
東 京 Ｋ 区 71
（7,6%）であっ
た。 
 
 
 
 
○施設の種類 
回答施設別にみると、公立保育園が 348

（37,3%）、私
立 保 育 園 が
287（30,8%）、
公立幼稚園が
25（2,7%）、私
立 幼 稚 園 が
197（21,1%）、
その他が 38
（4,1%）、無回
答が37（4,0%）
で、計、932
票（100,0%）
となる。 
 
 
 
○調査票記入者 
調査票の記入者は、園長 434（46,6%）、主

任が 262（28,1%）、障害児保育担当者が 41
（4,4%）、その他116（12,4%）、無回答79（8,5%）
となっている。 

②障害児の在園状況について 
障害児の在園状況については、全く在園し

ていないという施設が３割程度あるＹ県と
ＳＨ市以外は、あまり大きな地域差が見られ
なかったので、全地域を合計した数値でみる
と、無回答を除き、最も割合の高いのは、一
施設に 1人いるというもので、238施設
（25,5%）、次に多いのが、2人いるという施
設、137施設（14,7%、）3人在園していると
いう施設は 89施設（9,5%）になる。１施設
と数は少ないが 12人、在園しているという
施設もあった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
全施設に在園していた障害児の数は総計

1056人であったが、障害別に分類すると、図
表４のようになる。自閉症 ＡＤＨＤ、ＬＤ、
発達障害（発達障害と書かれていたもの）を
あわせると発達障害の子どもは全体の5割近
くとなる。また知的障害の子どもは全体の２
割をこえている。 

図表４   障害別在園数（全施設） 

障害名 実数 ％ 

自閉症 373 35.3  

ＡＤＨＤ 61 5.8  

ＬＤ 7 0.7  

発達障害 48 4.5  

ダウン症 93 8.8  

精神発達遅滞（ダウン症以外） 149 14.1  

てんかん 12 1.1  

言葉の遅れ 23 2.2  

聴覚障害 35 3.3  

視覚障害 9 0.9  

脳性麻痺 26 2.5  

肢体不自由 34 3.2  

二分脊椎 5 0.5  

その他・不明 181 17.1  

合計 1,056 100.0  

 

図表１ 地域別回収数 

地域 件数 ％ 

Ｙ県 211 22.7 

Ｎ県 315 33.8 

Ｓ県 128 13.7 

Ｆ市 152 16.3 

ＳＨ市 55 5.9 

Ｋ区 71 7.6 

合計 932 100.0 

図表２ 施設別回収数 

施設 件数 ％ 

公立保育園 348 37.3 

私立保育園 287 30.8 

公立幼稚園 25 2.7 

私立幼稚園 197 21.1 

その他 38 4.1 

ＮＡ 37 4.0 

合計 932 100.0 
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図表３ 



 

 

③「発達の気になる子」の在園状況 
 発達の気になる子どもの在園数について
は、全体でみると、無回答を除き、在園して
いる数の最も多いのは、一施設に2人という、
回答で、全体の 18%であった。次に多かった
のは１人在園しているという回答で、16,1%、
そして、3人在園しているという回答の14,6%
となっている。一施設ずつではあるが、16人
在園している、20人在園しているという施設
もあった。ただし、診断されている子どもた
ちではないので、施設、保育者のとらえ方で
数は左右されるというあいまいさが残る数
ではある。 
 そういう限界はあるにしても、今回のアン
ケートからは、「発達の気になる子」は総計、
1606人ということで、障害認定された子ども
の１,5倍は在園しているという回答になっ
ている。「発達の気になるところ」を分類す
ると、自閉的という記述のある回答、こだわ
り、オウム返し、パニック、奇声をあげるな
どの、自閉的な行動がみられるという子ども、
多動、衝動的という記述、発達障害と書かれ
た回答をあわせると、「発達障害的な行動」
がみられる子どもが、全体の半数かそれ以上、
在園しているということになる。 
④保育者の加配について 

 障害をもつ子どもを保育施設等で受け入
れる場合、子ども１人に対して保育者を１人
加配しているか、子ども２人に対して保育者
を１人加配しているか、子ども３人に対して
保育者を１人加配しているか、全く加配して
いないかという、加配状況について回答を得
た。加配については地域差があった。子ども
１人に対して保育者を１人加配していると
いう回答が最も高かったのはＮ県、Ｎ県の全
回答（315施設）のうち33,3%（105施設）だ
った。加配なしという回答が最も高かったの
はＹ県で、Ｙ県全回答（211施設）のうち20,4%
（施設）だった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤障害児を保育する際の配慮 

 障害児を受け入れて保育する際に以下の
ことを行っているか、回答を得た。（複数回
答）「施設・設備の改造・改修」「個別の保育
計画」「個別指導」「障害児のグループ指導」

「障害児のことを職員会議で報告」「障害児
のケース検討」「障害児のことを保護者会で
説明」「その他」この設問で地域差が最もあ
ったのは、「個別の保育計画」をたてている
という回答であった。「個別の保育計画」は
Ｎ県の36,2%、Ｋ区の25,4%がたてているが、
他の地域では 10パーセント台かそれ以下し
かたてていない。「ケース検討」を行ってい
るという回答も、Ｎ県、Ｋ区が 40%台と高か
った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑥巡回相談について 
巡回相談は、保育施設の地域連携の一つと

して重要な意味を持つと考えられる。巡回相
談についても地域差がみられた。 
○巡回相談は定期的か不定期なものか。 
定期的な巡回相談が行われているという

回答が最も高いのはＫ区で 62,0%の施設が定
期的にあると答えている。次に高いのがＮ県
であった。Ｎ県は 34,3%の施設が定期的な巡
回相談があると回答している。巡回相談がな
いという回答はＹ県が最も高かった。全体的
には定期的な巡回相談と不定期な巡回相談
の割合は同程度であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○巡回相談の頻度 巡回相談の頻度につ

いては、毎月あるという回答が最も多かった
のはＫ区、次にＮ県であった。全体的には半
年に一度という頻度の回答が最も割合とし
て多く、次に１年に1回、で毎月に１回とい
うのは全体の中では割合は低い。（図表８） 
 ○巡回相談の職種 
次に巡回相談に訪れる専門職種について

だが、この回答にも地域差があった。（複数
回答）Ｙ県、Ｎ県、Ｋ区の場合、心理職が訪

Ｙ県 Ｎ県 Ｓ県 Ｆ市 ＳＨ市 Ｋ区

実数 23 108 23 27 13 44 238

 % 10.9% 34.3% 18.0% 17.8% 23.6% 62.0% 25.5%

実数 62 81 19 48 17 9 236

 % 29.4% 25.7% 14.8% 31.6% 30.9% 12.7% 25.3%

実数 74 8 20 16 3 11 132

 % 35.1% 2.5% 15.6% 10.5% 5.5% 15.5% 14.2%

ＮＡ 実数 52 118 66 61 22 7 326

 % 24.6% 37.5% 51.6% 40.1% 40.0% 9.9% 35.0%

実数 211 315 128 152 55 71 932

 % 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

図表７　　　　　　　　　　　　地域別　巡回相談の状況

不定期巡回
相談

巡回相談な
し

合計

地　　　域

合計

定期的巡回
相談

 
Ｙ県 Ｎ県 Ｓ県 Ｆ市 ＳＨ市 Ｋ区

実数 11 10 11 9 3 4 48

 % 5.2% 3.2% 8.6% 5.9% 5.5% 5.6% 5.2%

実数 32 114 12 23 9 18 208

 % 15.2% 36.2% 9.4% 15.1% 16.4% 25.4% 22.3%

実数 40 90 11 38 6 16 201

 % 19.0% 28.6% 8.6% 25.0% 10.9% 22.5% 21.6%

実数 8 3 1 12

 % .0% 2.5% 2.3% .0% .0% 1.4% 1.3%

実数 107 173 47 70 27 35 459

 % 50.7% 54.9% 36.7% 46.1% 49.1% 49.3% 49.2%

実数 61 132 27 51 17 29 317

 % 28.9% 41.9% 21.1% 33.6% 30.9% 40.8% 34.0%

実数 12 23 6 5 5 1 52

 % 5.7% 7.3% 4.7% 3.3% 9.1% 1.4% 5.6%

実数 29 25 13 13 7 16 103

 % 13.7% 7.9% 10.2% 8.6% 12.7% 22.5% 11.1%

実数 16 5 6 6 1 5 39

 % 7.6% 1.6% 4.7% 3.9% 1.8% 7.0% 4.2%

Ｎ＝ 211 315 128 152 55 71 932

図表６　　　　　　　　　　　　地域別　施設での障害児への配慮（複数回答）

保育計画

職員会議で報
告

個別指導

グループ保育

地　　　域

合計

施設・設備の
改造・改修

なし

ケース検討

保護者会で説
明

その他

 
Ｙ県 Ｎ県 Ｓ県 Ｆ市 ＳＨ市 Ｋ区

実数 46 105 18 28 7 10 214

 % 21.8% 33.3% 14.1% 18.4% 12.7% 14.1% 23.0%

実数 9 33 9 14 2 4 71

 % 4.3% 10.5% 7.0% 9.2% 3.6% 5.6% 7.6%

実数 11 13 7 7 1 24 63

 % 5.2% 4.1% 5.5% 4.6% 1.8% 33.8% 6.8%

実数 43 19 16 10 6 6 100

 % 20.4% 6.0% 12.5% 6.6% 10.9% 8.5% 10.7%

実数 25 0 0 0 0 11 36

 % 11.8% .0% .0% .0% .0% 15.5% 3.9%

ＮＡ 実数 77 145 78 93 39 16 448

 % 36.5% 46.0% 60.9% 61.2% 70.9% 22.5% 48.1%

合計 実数 211 315 128 152 55 71 932

 % 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

その他

図表５　　　　　　　　　　　　　　　　地域別保育者加配の状況

地　　　域

合計

一人に加配

二人に加配

三人に加配

加配なし

障害児に対する
保育者加配



 

 

問するという回答が高く、特にＫ区は回答の
あった施設の７割に心理職が訪問している。
保健師については、Ｙ県、Ｎ県で、20%台の
施設が訪問を受けているが、他の地域では少
ないか全くない、という地域もある。保育士
については、Ｆ市の回答のあった施設の
31,6%が訪問を受けており、次にＳＨ市の
12,7%が高い。（図表９） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑦並行通園について 
障害児が、保育施設と障害児施設の両方に

通う並行通園を行っている子どもがいる場
合、障害をもつ子どもと親を支援するための
連携が重要な要素になると考えられる。   
並行通園をしている幼児の中で情報交換に
ついての設問に回答を得たものが全体で 339
名、そのうち並行通園先との情報交換がある
というのが 69,3%、であった。情報交換の方
法としては、最も多いのが障害児施設から保
育施設への訪問、次に保育施設から障害児施
設への訪問、電話での情報交換、保育ノート
での情報交換の順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑧障害児関係機関・施設との連携 
地域の障害児関係機関・施設との連携につ

いては、全体では 33,9%が連携があると答え
ており、連携がないという回答、23,6%より
は 10ポイントほど多い。地域別にみると、
連携しているという割合が高いのは、Ｙ県と
Ｎ県である。（図表 11）連携先については、
全体でみると最も高いのは保健師、次に障害

児通園施設となっている。地域を比較すると、
保健師との連携が高いのはＹ県、Ｎ県となっ
ているが、ほかはあまり差はみられなかった。 
（図表12） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
連携の内容としては、障害児が入園した時

に相談するとか、障害児の保育で困った時、
発達の気になる子の保育で困った時に相談
するということがそれぞれ２割程度の回答
があり、事例検討会をもっているという回答
は全体で１割にも満たない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
就学に際しては、教育委員会、小学校普通

学級と情報交換したという回答が３割程度
ずつ、特別支援学級との情報交換が 24,5%、
特別支援学校との情報交換が 17,9%となって
いた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
自由記述の回答を含めて検討すると、就学

図表10　　並行通園先との情報交換の方法

園児数 ％

82 20.1%
43 10.5%
122 29.9%
138 33.8%
23 5.7%
408 100.0%

※無回答は集計から省いた。

その他

合計

電話での情報交換

保育ノート

施設を訪問

施設からの訪問

施設数 ％

障害児入園時に情報を得る 193 20.7

障害児保育相談 232 24.9

発達の気になる子保育相談 241 25.9

障害児事例検討会 64 6.9

その他 44 4.7

（複数回答） Ｎ＝ 932

図表13　　　　　　連携の内容

施設数 ％

教育委員会 278 29.8

総合教育センター 64 6.9

普通学級 289 31.0

障害児学級 228 24.5

特別支援学校 167 17.9

その他 54 5.8

（複数回答） Ｎ＝ 932

図表14　　就学に関する情報交換機関

Ｙ県 Ｎ県 Ｓ県 Ｆ市 ＳＨ市 Ｋ区

実数 92 127 32 32 16 17 316

% 43.6% 40.3% 25.0% 21.1% 29.1% 23.9% 33.9%

実数 60 47 20 39 18 36 220

% 28.4% 14.9% 15.6% 25.7% 32.7% 50.7% 23.6%

実数 3 2 4 9 0 2 20

% 1.4% 0.6% 3.1% 5.9% 0.0% 2.8% 2.1%

ＮＡ 実数 56 139 72 72 21 16 376

% 26.5% 44.1% 56.3% 47.4% 38.2% 22.5% 40.3%

実数 211 315 128 152 55 71 932

% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

合計

図表11　　　　　　　地域別　障害児関係機関との連携

地　　　域

合計

連携ある

連携なし

その他

Ｙ県 Ｎ県 Ｓ県 Ｆ市 ＳＨ市 Ｋ区

実数 29 74 18 30 13 10 174

% 13.7% 23.5% 14.1% 19.7% 23.6% 14.1% 18.7%

実数 33 26 6 9 7 5 86

% 15.6% 8.3% 4.7% 5.9% 12.7% 7.0% 9.2%

実数 34 60 2 5 0 1 102

% 16.1% 19.0% 1.6% 3.3% 0.0% 1.4% 10.9%

実数 70 92 18 5 7 8 200

% 33.2% 29.2% 14.1% 3.3% 12.7% 11.3% 21.5%

実数 22 30 9 13 4 4 82

% 10.4% 9.5% 7.0% 8.6% 7.3% 5.6% 8.8%

Ｎ＝ 211 315 128 152 55 71 932

児童相談
所

病院

保健師

その他

図表12　　　　　　　地域別　連携している障害児関係機関の種類

地　　　域

合計

障害児通
園施設

 
Ｙ県 Ｎ県 Ｓ県 Ｆ市 ＳＨ市 Ｋ区

実数 65 124 17 25 22 50 303

 % 30.8% 39.4% 13.3% 16.4% 40.0% 70.4% 32.5%

実数 10 17 4 1 1 33

 % 4.7% 5.4% 3.1% .7% .0% 1.4% 3.5%

実数 56 80 13 3 6 158

 % 26.5% 25.4% 10.2% 2.0% 10.9% .0% 17.0%

実数 4 29 2 48 7 1 91

 % 1.9% 9.2% 1.6% 31.6% 12.7% 1.4% 9.8%

実数 11 75 18 16 10 2 132

 % 5.2% 23.8% 14.1% 10.5% 18.2% 2.8% 14.2%

Ｎ＝ 211 315 128 152 55 71 932

その他

図表９　　　　　　　　　　地域別　巡回相談の専門職（複数回答）

保健師

保育士

心理職

医師

地　　　域

合計

Ｙ県 Ｎ県 Ｓ県 Ｆ市 ＳＨ市 Ｋ区

実数 5 26 3 1 0 17 52

 % 6.0% 14.0% 7.0% 1.3% 0.0% 35.4% 11.0%

実数 24 52 13 16 20 2 127

 % 28.6% 28.0% 30.2% 20.8% 60.6% 4.2% 27.0%

実数 21 39 9 42 1 1 113

 % 25.0% 21.0% 20.9% 54.5% 3.0% 2.1% 24.0%

実数 34 69 18 18 12 28 179

 % 40.5% 37.1% 41.9% 23.4% 36.4% 58.3% 38.0%

実数 84 186 43 77 33 48 471

 % 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

※無回答は集計から省いた。

半年に１回

1年に１回

その他

合計

図表８　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域別　巡回相談の頻度

地　　　域

合計

毎月１回



 

 

に際して情報交換の会を持っている地域は
増えてきている。しかし、健診をからめた保
健師との連携が密な地域とあまり連携がな
い地域にわかれる。Ｎ県においての多様な職
種による支援・連携が注目された。 
 

(3)市町村の障害児（幼児を中心にした）福 
祉施策と連携に関する調査 
① 集計分析票 

 集計票の内訳は、Ｙ県 24、Ｎ県 51、S県
16および東京Ｋ区、九州の政令指定都市Ｆ市
の計93である。 
 ② 乳幼児健診で発達が気になる子ども

への対応 
乳幼児健診で発達が気になる子どもへの

対応については、複数回答で回答を得た。対
応の中で、最も割合が高かったのは、保健師
の指導である。親子教室については、Ｎ県で
は割合が高く、Ｆ市でも実施されていた。児
童相談所に紹介するというのは、Ｓ県が高く、
Ｆ市でも行われている。 
 
 
 
 
 
 
 
 ③ 障害児保育制度の有無 
障害児保育制度については、Ｙ県、Ｎ県で

は実施している市町村が少ない。Ｓ県では半
数ほどの市町村が実施している。Ｋ区とＦ市
には障害児保育制度がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ④ 幼稚園への障害児保育の支援 
幼稚園への障害児保育の支援は、Ｋ区、Ｆ

市では行われている。Ｙ県、Ｎ県、Ｓ県で実
施している市町村は少ないが、Ｎ県、Ｓ県の
市町村では、１割以上が実施している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ⑤ 巡回相談事業 
巡回相談事業は、Ｋ区、Ｆ市にはある。他

の地域で実施している市町村の割合が最も
高いのは、Ｎ県であった。巡回相談事業実施
状況には地域差がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ⑥ 保育士と保健師を含む障害児事例検

討会 
保育士と保健師を含む障害児事例検討会

は、Ｆ市にはある。県の中で実施している市
町村が最も多いのは、Ｎ県の回答の66,7％が
実施していた。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 ⑦ 市区町村の障害児福祉担当と教育委

員会との連絡会 
市区町村の障害児福祉担当との教育委員

会の連絡会は、Ｆ市にはある。また、３つの
県の中で連絡会がある割合が最も高いのは、
Ｎ県の市町村の51,0％である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ⑧ 市区町村障害児福祉担当と医療機関

の連携 
市区町村障害児福祉担当と医療機関の連

携については、県別等比較では差が出なかっ
たので、町村と市区で比較してみると、市区
で実施している割合が61,1％と高く、町村で
は38,6％しか実施していなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｙ県 Ｎ県 Ｓ県 Ｋ区 Ｆ市

実数 1 6 3 1 1 12

% 4.2% 11.8% 18.8% 100.0% 100.0% 12.9%

実数 23 44 13 0 0 80

% 95.8% 86.3% 81.3% 0.0% 0.0% 86.0%

ＮＡ 実数 0 1 0 0 0 1

% 0.0% 2.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.1%

実数 24 51 16 1 1 93

% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

図表17　　地域別　幼稚園への障害児保育の支援

合計

地域

合計

ある

なし

Ｙ県 Ｎ県 Ｓ県 Ｋ区 Ｆ市

実数 4 9 8 1 1 23

% 16.7% 17.6% 50.0% 100.0% 100.0% 24.7%

実数 20 40 7 0 0 67

% 83.3% 78.4% 43.8% 0.0% 0.0% 72.0%

ＮＡ 実数 0 2 1 0 0 3

% 0.0% 3.9% 6.3% 0.0% 0.0% 3.2%

実数 24 51 16 1 1 93

% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

図表16　地域別　障害児保育制度の有無

合計

地域

合計

ある

なし

Ｙ県 Ｎ県 Ｓ県 Ｋ区 Ｆ市

実数 18 36 12 1 1 69

 % 75.0% 70.6% 75.0% 100.0% 100.0% 74.2%

実数 11 29 7 0 1 49

% 45.8% 56.9% 43.8% 0.0% 100.0% 52.7%

実数 10 18 12 0 1 41

% 41.7% 35.3% 75.0% 0.0% 100.0% 44.1%

Ｎ＝ 24 51 16 1 1 93

図表15　　　地域別　乳幼児健診で発達が気になる子どもへの対応（複数回答）

親子教室
（保健師運営）

児童相談所紹介

地域

合計

保健師指導

Ｙ県 Ｎ県 Ｓ県 Ｋ区 Ｆ市

実数 12 32 1 1 1 47

% 50.0% 62.7% 6.3% 100.0% 100.0% 50.5%

実数 12 17 15 0 0 44

% 50.0% 33.3% 93.8% 0.0% 0.0% 47.3%

ＮＡ 実数 0 2 0 0 0 2

% 0.0% 3.9% 0.0% 0.0% 0.0% 2.2%

実数 24 51 16 1 1 93

% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

図表18　　　地域別　巡回相談事業の有無

合計

地域

合計

ある

なし

Ｙ県 Ｎ県 Ｓ県 Ｋ区 Ｆ市

実数 8 26 7 0 1 42

% 33.3% 51.0% 43.8% 0.0% 100.0% 45.2%

実数 15 25 8 1 0 49

% 62.5% 49.0% 50.0% 100.0% 0.0% 52.7%

ＮＡ 実数 1 0 1 0 0 2

% 4.2% 0.0% 6.3% 0.0% 0.0% 2.2%

実数 24 51 16 1 1 93

% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

図表20　地域別　障害児福祉担当と教育委員会との連絡会

合計

地域

合計

ある

なし

町村 市区

実数 22 22 44

% 38.6% 61.1% 47.3%

実数 34 12 46

% 59.6% 33.3% 49.5%

ＮＡ 実数 1 2 3

% 1.8% 5.6% 3.2%

実数 57 36 93

% 100.0% 100.0% 100.0%

図表21　行政区別　障害児福祉担当と医療機
関の連携

町村と市区

合計

合計

ある

なし

Ｙ県 Ｎ県 Ｓ県 Ｋ区 Ｆ市

実数 11 34 6 0 1 52

% 45.8% 66.7% 37.5% 0.0% 100.0% 55.9%

実数 13 17 10 1 0 41

% 54.2% 33.3% 62.5% 100.0% 0.0% 44.1%

ＮＡ 実数 0 0 0 0 0 0

% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% .0%

実数 24 51 16 1 1 93

% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

図表19　　　地域別　保育士と保健師を含む障害児事例検討会

合計

地域

合計

ある

なし



 

 

 ⑨ 市区町村と障害児親の会の連携 
市区町村と障害児親の会の連携について

地域比較をすると、「親の会からの相談があ
れば相談を受けている」のは、Ｎ県が最も高
く、回答を得たＮ県の市町村の54,9％であっ
た。「職員が親の会の勉強会に参加している」
のは、Ｓ県が最も高く、回答を得たＳ県の市
町村の43,8％であった。「職員が親の会の勉
強会の講師を務めている」のは、Ｎ県が最も
高く、19,6％であった。Ｋ区とＦ市は、「親
の会の代表者を市の委員会等のメンバーに
委嘱」している。Ｎ県においても委嘱してい
る割合が高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ⑩乳幼児期の障害をもつ子どもの支援

における市区町村の課題 
最後に、自由記述で、乳幼児期の障害をも

つ子の支援として、自治体の課題をあげてい
ただいた。人口規模の小さいＹ県の村では、
「当自治体のみでは様々な面において規模
が小さく、支援提供面においても不足が多い
ので、近隣市町村と連携を図り、補うように
している。逆に、規模が少なく小さいという
事で、一人一人に対する細やかなサービスを
心がける。」といった配慮がなされている一
方、「山間へき地のため、専門職専門機関が
なく、特に重心についてはリハビリが十分に
うけられていない。2時間（片道）かけて通
っており、負担が大きい。山間へき地のため、
対象も少なく、障害児をもつ親との交流が少
ない。障害児に関する情報が乏しい。」とい
った問題点をあげた自治体もあった。発達障
害に関しては「障害を判定する医療機関が近
くにない。軽度の発達障害がある場合の療育
の場が市町村独自では実施できていない（対
象年齢もバラバラであり、人口が少なく、対
象も少ないため）」（Ｙ県・町）という問題も
あがっていた。Ｎ県の人口規模の少ない自治
体の「母子通園訓練事業や児童デイサービス
につながらないケースは就学の件に関して
も上手くまわっていかず、子どもを認められ
ない親への支援が上手くいかない。療育ので
きるところが２つしかなく、遠いなど療育サ
ービスが上手く使えない。障害者相談支援セ
ンターの療育コーディネーターの活用をす
すめている最中である。」という回答のよう

に、地域療育等コーディネーターが地域のネ
ットの核として期待される自治体もあれば
「発達障害児の早期発見・早期療育が課題で
ある。そのために、市保健師と親、児童デイ
サービス指導員の連携が必要である。」（Ｓ
県・市）というように保健師や児童デイサー
ビスの職員の連携を期待する自治体もあっ
た。「乳幼児期～18歳までを通して見ていく
ことができる専門家が必要。保健センター、
保育園、学校も「ある時期」でしか関わるこ
とができない。縦割の弊害が指摘されること
から、関係各課が連携し、児童の情報を共有、
一貫した相談・支援を継続して行うことがで
きることを目的とした庁内システム、庁内横
断組織を平成21年度発足予定。」（Ｎ県・市）
という回答もあり、連携システムを行政内で
つくる試みも確認された。 
これらの課題に関する自由記述を人口規

模や地域別で類型化はできなかったが、乳幼
児期から成人期までの一貫した支援システ
ムが整っていないと回答した自治体が少な
くないことは確認された。 
 
(4）まとめと今後の研究課題 
 本研究を概観すると、障害児保育制度や幼
稚園への支援といった制度の整備は東京 K
区や政令指定都市 F市が整っていたが、障害
児と親を支援する保育施設内連携について
は総じて N県が充実していると考えられた。
具体的には、保育施設内での、職員間の情報
の共有、ケース検討といった障害児に関する
連携が密であり、それを支える個別の保育計
画が作成されている割合が高かった。その要
因として、保育施設を支える施設外連携があ
ると考えられた。教育関係機関との連携や巡
回相談を通した心理職や保健師との連携、行
政と親の会の連携の高さ、それが、N県の保
育施設等の施設内連携を支えているのでは
ないかと考えられた。 
 ネットワーカーについては、保育施設の巡
回相談の専門職がその一翼を担っているの
ではないか、あるいは今後そうなっていく可
能性があるのではないかと考えられた。そう
すると、Ｋ区、ＳＨ市といった大都市の場合
は、心理職がネットワーカーである（になる）
可能性がある。政令指定都市Ｆ市の場合は、
巡回相談における保育士の割合がほかに比
べて高く、この市では保育士がネットワーカ
ーの一人である（になる）と考えられるかも
しれない。Ｙ県、Ｎ県では心理職の次に保健
師が巡回相談をしている割合が高く、地方に
おいて、保健師がネットワーカーの一人とし
て重要な位置を占めている（なる）のではな
いか、ということも考えられた。また、S県
では、巡回相談の専門職についてはほかの地
域に比べて特徴的なところはあまりなかっ
たが、発達障害については、親の会を母体と

Ｙ県 Ｎ県 Ｓ県 Ｋ区 Ｆ市

実数 8 28 8 0 0 44

% 33.3% 54.9% 50.0% 0.0% 0.0% 47.3%

実数 3 16 7 0 0 26

% 12.5% 31.4% 43.8% 0.0% 0.0% 28.0%

実数 2 10 3 0 0 15

% 8.3% 19.6% 18.8% 0.0% 0.0% 16.1%

実数 5 14 4 1 1 25

% 20.8% 27.5% 25.0% 100.0% 100.0% 26.9%

実数 4 5 1 1 1 12

% 16.7% 9.8% 6.3% 100.0% 100.0% 12.9%

Ｎ＝ 24 51 16 1 1 93

職員が親の会の
勉強会参加

職員が親の会の
勉強会の講師

その他

親の会の代表者
を市の委員会メ
ンバーとする

地域

合計

親の会からの相
談

図表２２　　　地域別　市区町村と障害児親の会との連携（複数回答）



 

 

るNPO法人と県との連携による発達の気にな
る子どもの親の支援が行われており、親の会
メンバーもネットワーカーの一翼を担う可
能性が示唆された。今回の調査で、これらの
ことを結論づけることはできないが、今後の
検証の課題となる。 
 最後に、今回の調査の中心であった、保育
施設等に在園している時期の障害乳幼児と
親を包括的に支援するネットワークモデル
の概念図を提示する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図表23にまとめたように、保育施設等の
中での情報の共有、ケース会議、個別支援と
いった施設内連携が充実すれば、適切な個別
の保育・教育計画を作成することができるで
あろうし、適切な個別の保育・教育計画を作
成することによって、施設内の情報の共有、
ケース会議、個別支援も有効に機能するであ
ろう。 
 そのためには、地域（市町村・圏域・県）
が親の会等の意向をくみながら、地域連携の
システムづくりをすることが求められる。 
 連携のシステムとしては、ネットワーカー
を中核として、専門職（心理職・医師・保健
師・保育士等）、関係機関（障害児施設・児
童相談所・医療機関・教育委員会等）が連携
しつつ、保育施設等を支援していくことが必
要である。 
 地域ごとに、支える専門職の中心になるも
の、ネットワーカーの職種、中心的な連携機
関は異なるかもしれないが、異なったとして
も、それらの支援の存在が、最終的に、障害
児とその親（保護者）の支援に不可欠であろ
う。 

保育施設等在園時期以外の支援のネット

ワークと各地域モデルの類型化、実践への応

用方法の確立は、今後の研究課題となる。 
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図表23　保育施設等に在園している時期の障害乳幼児と親を
包括的に支援するネットワークモデル概念図


